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１．筑波研究学園都市の誕生 

1963年の閣議了解により、筑波研究学園都市の建

設が決まった。それから50年余りが経過し、現在の

つくば市と区域を同じくする筑波研究学園都市は茨

城県南地区を代表する都市として建設され、日々そ

の姿を変えている。50才を超えた新都市の形成の歴

史を記述し、その時々に抱えていた課題とその解決

方策をできるだけ簡潔に記録することは、この地に

ある国総研の役割の一つであると考え、資料1)を刊

行した。本稿でその概略を紹介する。 

 

２．都市の第1期から第3期まで 

資料1)は、独自の時期区分として、1963年9月の閣

議了解から1980年3月の43機関の移転・新設が完了し

たいわゆる「概成」までを第1期と呼び、官による都

市づくりの時代ととらえた。1980年4月から2005年7

月までを第2期と呼び、官プラス民の都市づくりによ

る発展の時代ととらえた。この時期の1985年には国

際科学技術博覧会が開催され、「つくば」の名前が

広くアピールされた。2005年8月のつくばエクスプレ

ス(TX)開業以降を第3期と呼び、東京（秋葉原駅）と

鉄道で直結してからの変容とさらなる発展を把握し

た。時期としては2013年3月までを記述した。 

これらの間には都市建設のハード面・ソフト面の

両方にまたがる諸課題が常に山積していたが、新規

立法や先人たちの工夫により、大半を克服してきた。

著者は高度経済成長の波に乗り、1973年の第1次オイ

ルショック前に都市建設の骨格が定まっていたこと

が都市の発展にプラス面をもたらしたと考えている。 

資料1)は事実の記述と解釈に重点をおいた通史を

意図したもので、是非ご一読いただきたい。また文

献2)も併せて参照されることをお勧めしたい。 

写真１ 地下のTXつくば駅と交通広場 

  

写真２ 旧竹園3丁住宅とその跡地の民間住宅建設 
 

３．都市は第4期に突入か？ 

筑波研究学園都市はつくばエクスプレスの開通に

よる大きな変化をとげた後も、廃止した旧国家公務

員宿舎跡地の民間売却と、新たな民間住宅建設活動

の活発化その他の変化が進行しつつある。かつては

「新住民」と呼ばれた研究者中心の街の構成者も変

化しつつある。また、新都市建設の目的の一つであ

った「研究体制の刷新向上」の動きとして科学技術

開発成果の応用と製品化に向けた活動が活発化しつ

つある。それらの動向を来るべき第4期が始まる兆候

ととらえて、日常的に情報収集を継続中である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料No.815,河中俊・金子弘「筑波研究学園都市

の現状と諸課題にみる都市形成過程上の問題」2015.1 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0815.htm  
2) 三井康壽「筑波研究学園都市論」鹿島出版会,2015.5

はわが国戦前からの都市計画制度の展開の結実として筑

波研究学園都市をとらえている。 
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１．はじめに 

港湾の施設については、必要な機能を維持しつつ、

将来の改良・更新コストを抑制するため、予防保全

的な維持管理への転換が求められている。国総研で

は、効果的維持管理の実現に向けた取り組みを進め

ており、その概要について紹介する。 

２．久里浜ＬＣＭ支援総合窓口の開設 

港湾・海岸・空港施設に関わる良好な維持管理の

実施を支援するため、地方整備局、地方自治体、民

間事業者などからの問い合わせに迅速に応えられる

よう、久里浜ＬＣＭ支援総合窓口を2015年6月に開設

した。当該窓口が適切な技術支援を行うことで施設

の良好な維持管理の実現につなげていきたい。 

港湾管理者
空港管理者
地方整備局
地方航空局
民間企業
国際協力 等

本省港湾局技術企画課
本省港湾局海岸･防災課
本省航空局空港安全・
保安対策課

〈国土技術政策総合研究所Ｇ〉
• 行政ニーズの把握･分析
• 現場データの把握･分析
• 基準化、研修･啓蒙･普及など支援の企画実行

相談

支援 協議･調整

〈港湾空港技術研究所Ｇ〉
• 要素技術の開発研究
• 技術開発の中長期計画の立案
• 基準化、研修･啓蒙･普及など支援の実施協力

〈外部連携Ｇ〉

• 要素技術の開発研究等

構造研究チーム
[LCM統合ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｺﾝｸﾘｰﾄ･鋼構造、事例DB]

耐波研究チーム [吸い出し]
空港舗装研究チーム [舗装体]
新技術研究開発領域 [計測技術]
材料研究チーム ［材料劣化］
地盤改良研究チーム [地盤改良]

港湾施工システム･保全研究室
[全体像分析、基準化、LCC評価ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ]

空港施設研究室 [舗装体]
沿岸防災研究室 [海岸保全施設全般]

港空研客員研究員 [ｺﾝｸﾘｰﾄ構造設計]

《久里浜ＬＣＭ支援総合窓口》

ワンストップ窓口 TEL.046-844-5030

国土技術政策総合研究所

港湾施工システム･保全研究室

Email:ysk.nil-lcm-center@ml.mlit.go.jp

 

図. 久里浜ＬＣＭ支援総合窓口 

３．港湾施設のライフサイクルコスト推計プログラ

ムの開発  

 港湾施設のライフサイクルコストを推計するプロ

グラム（ＬＣＣ計算プログラム）を開発し、国総研

ＨＰに公開し、港湾管理者等へ提供している。ＬＣ

Ｃ計算プログラムは、施設の点検診断結果や建設年

から、港湾施設の運用・維持管理費(概算補修費)を

簡便に算出できる。管理者による計画的な補修計画

の立案に貢献することを期待している。 

４．港湾コンクリート構造物の補修設計、維持管理

情報データベースのあり方の検討 

港湾コンクリート構造物の予防保全対策の的確な

実施を図ることを目的として、港湾コンクリート構

造物の補修設計のあり方について検討を行っている。

補修設計の事例や有識者の意見等を踏まえて、補修

に関する調査、設計、施工、点検に係る技術的事項

の取りまとめ等を実施している。 

また、維持管理を継続して的確に行うためには、

施設の劣化状況の継続的な把握・蓄積とその利用が

重要である。そのため、2013年度から、港湾施設の

維持管理情報のデータベースについて検討を行って

きた。データベースの本格運用を2016年度から予定

しており、効果的な維持管理に寄与することを期待

している。 

５．既設港湾施設の長寿命化・有効活用に関する実

務的評価手法に関する分析 

安全で効率的（時間・費用）な維持管理のため、

簡単な目視等による点検診断結果を用いた性能（残

存耐力）評価等による補修、利用制限の時期、範囲

の判断基準やシステムが必要である。そのため、2016

年度より上記判断のための評価基準及びシステムの

検討を予定している。 

６．おわりに 

 今後とも、これらの取り組みを進め、効果的な維

持管理につなげていきたい。 

【参考】維持管理費用（LCC）計算プログラムについて 

http://mailsv.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kouwan/sekou/lcc.htm 
久里浜ＬＣＭ支援総合窓口について 
http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kouwan/sekou/lcmmado
guti20151106.pdf 
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http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kouwan/sekou/lcmmado 
guti20151106.pdf
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